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改正資源有効利用促進法施行後の取組状況

【指定再資源化製品】

平成１４年７月１８日

産業構造審議会　廃棄物・リサイクル小委員会



１

製　品　名 取　組　状　況（法改正後の主要措置）

１．事業者の先進的取組事例について
　①マテリアルリサイクルに適したプラスチックを採用するとともに、プラスチック材料の種類を統合化してリサイクル可能化率（製品・部品及び材料としての再使用可能化率）の向上を
図った。
　②製品に使用される環境影響物質の把握に努め、リサイクル時の解体・分離・分別の容易化を図るとともに、リサイクル可能化率の向上を図った。
③有害物質・危険物質の使用中止、削減、管理の徹底を図り環境への負荷を低減した。

２．業界としての取組状況について
　　３Ｒおよび環境に配慮したパソコンの環境基準を策定し、ＰＣグリーンラベル制度を発足させた。本制度企業審査合格企業各社より、これまでにパソコンについては１３社から２５７
機種１０２９モデルが、ディスプレイ装置については８社から８５機種９０モデルがＰＣグリーンラベル適合製品として発売されており、市場に環境配慮型パソコン製品の提供を図っ
た。

３．平成１３年度自主回収量
製　品　区　分 自主回収量（トン） 自主回収台数（台）
デスクトップパソコン ２，５８６ ２０７，０２０
ノートブックパソコン ２７１ ６８，８７７
ブラウン管表示装置 ３，６４６ ２２２，７４３

液晶式表示装置 ３３ ３，８３７

４．平成１３年度再資源化量
製　品　区　分 再資源化量（トン） 再資源化率（％） 法定目標（％）
デスクトップパソコン ２，０３０ ７８．５ ５０．０

ノートブックパソコン １６３ ６０．２ ２０．０
ブラウン管表示装置 ２，６４１ ７２．４ ５５．０
液晶式表示装置 ２４ ７４．０ ５５．０

１．パーソナル
コ ン ピ ュ ー
ター

５．資源有効利用促進法の認定件数
　　１４件　（平成１４年６月末現在１５件）

６．廃棄物処理法広域指定件数
　　　３件　（平成１４年６月末現在　６件）
　　　※資源有効利用促進法の認定外１件を含む。

７．その他
　　電子情報技術産業協会パソコン３R推進室が中心となって、家庭用パソコンの自主回収スキームの検討及び広域指定取得について調整を行っている。



２

製　品　名 取　組　状　況（法改正後の主要措置）

１．平成１３年度自主回収量
電　　池　　名 自主回収量（トン） 前年比（％）

ニカド電池 ６２８ １０５
ニッケル水素電池 ４５ ８４
リチウムイオン電池 ３３３ １１６

密閉型鉛蓄電池 ４，０４２ １３５
※ 小形シール鉛蓄電池 ２７ ９５

　　注１）※の小形シール鉛蓄電池の値は、密閉型鉛蓄電池のうち、小形二次電池再資源化推進センター扱いの
　　　　　小形シール鉛畜電池（ハンディークリーナー、コードレスホン、ビデオカメラ、ヘッドホンステレオ
　　　　　の４用途）の値
　　注２）回収量及び回収率の目標は、リサイクルガイドラインの要請に基づき平成 14年度中に設定する予定

２．平成１３年度再資源化量
電　　池　　名 処理量（トン） 再資源化量（トン） 再資源化率（％） 法定目標（％）

ニカド電池 ６２６ ４４４ ７１．０ ６０．０
ニッケル水素電池 ４２ ２９ ６８．５ ５５．０
リチウムイオン電池 ３２０ １２５ ３９．０ ３０．０

密閉型鉛蓄電池 ３，６７８ １，８３９ ５０．０ ５０．０

２．密閉型蓄電
池

３．資源有効利用促進法の認定件数
　　１４４件（６月末現在１４９件）
　　　（義務者）　・電池製造者
　　　　　　　　　・電池使用機器製造者
　　　　　　　　　・電池輸入販売事業者
　　　　　　　　　・電池使用機器輸入販売事業者

４．廃棄物処理法広域指定
　　電池工業会（小形二次電池再資源化推進センター）が中心となって、広域指定取得について調整を行っている。

５．その他
　　電池工業会では、産業用鉛蓄電池及び自動車用鉛蓄電池について、自主回収スキームの検討及び広域指定取得について調整を行っている。


